
別記第５号様式（第51条関係） 

（表） 

 

第 号       

 

官職         

氏名         

 

気象業務法第42条の職員の証 

 

   年  月  日発行 

   年  月  日まで有効 

気象庁長官        印 

  

６
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル 

  

   

６
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル 

  

 
９センチメートル

  
  



（裏） 

気象業務法抜すい 

（土地又は水面の立入） 

第38条 気象庁長官は、気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測を行うため必要がある場合においては、当該業務に従事する職員を国、地方公

共団体又は私人が所有し、占有し、又は占用する土地又は水面に立ち入らせることができる。 

２ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地若しくは水面に立ち入らせる場合においては、あらかじめその旨をその所有者、占有者又は占用者

に通知しなければならない。但し、これらの者に対し、あらかじめ通知することが困難であるときは、この限りでない。 

（障害物の除去等） 

第39条 気象庁長官は、気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象を観測するためやむを得ない必要がある場合においては、あらかじめ所有者又は占有

者の承諾を得て、当該業務に従事する職員に、障害となる植物又はかき、さく等を伐除させることができる。 

２ 気象庁長官は、離島、湖沼、山林、原野又はこれらに類する場所で、気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象を観測する場合において、あらかじ

め所有者又は占有者の承諾を得ることが困難であり、且つ、当該物件の現状を著しく損傷しないときは、前項の規定にかかわらず、所有者又は占有者の承諾

を得ないで、当該業務に従事する職員に、障害となる植物又はかき、さく等を伐除させることができる。この場合においては、すみやかにその旨を所有者又

は占有者に通知しなければならない。 

第41条 

４ 気象庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、第17条第１項若しくは第26条第１項の規定により許可を受けた者若しくは第６条第１

項若しくは第２項の規定により技術上の基準に従つてしなければならない気象の観測を行う者の事業所若しくは観測を行う場所又は第７条 

第１項の船舶に立ち入り、気象記録、気象測器その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。 

５ 気象庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、指定試験機関、センター又は登録検定機関の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは

帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。 

６ 気象庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、認定測定者の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査

させ、又は関係者に質問させることができる。 

７ 前３項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（身分証票） 

第42条 第38条、第39条又は前条第４項から第６項までの規定により当該業務に従事する職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、

これを提示しなければならない。 

第47条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

二 第38条第１項の規定による立入りを拒み、又は妨げた者 

四 第41条第４項又は第６項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

第48条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関、センター又は登録検定機関の役員又は職員は、30万円以下の罰金に処する。 

五 第41条第５項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 

 
 


